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ブラジル国内人口移動の新傾向：
2008年世帯調査から
国民経済雑誌 第 201 巻 第 3号 抜刷
平 成 22 年 3 月
1 は じ め に
ブラジルの経済発展は地域的に集中して進んできた。
1)
最も工業化が進んでいるサンパウロ
州だけで2007年の国内総生産の33.9％（2007年人口調査で人口シェアは21.7％）を占め，サ
ンパウロ州を含む南東部で見ればそのシェアは56.5％（同，42.3％）に達する。製造業の総
付加価値額に占めるシェアは，それぞれ44.4％，62.8％と，さらに大きい。
2)
もっとも貧困な地域は北東部である。沿海地域は植民地時代に奴隷労働を用いた砂糖きび
のプランテーション農業が行われた歴史を持つ。開発が最も早く始まったために人口が多い
が（2007年に全人口の28.0％)，貧富の格差は大きい。牧畜を主産業とする内陸地域では生
存を脅かす旱魃がたびたび発生した。貧困から脱出しようとする人々の北東部から南東部へ
の移住は，ブラジルの国内人口移動の典型的なパターンと考えられてきた。
中西部はもともと人口希薄で多くの未利用地を残していたが，近年輸出向けに大豆や牛肉
の生産を目的とする大規模な農業開発が進められている。現在，その農業フロンティアは，
さらにアマゾンの熱帯雨林を抱える北部に向かって広がり続けており，急速に森林伐採が進
んでいる。これらの地域への人口流入は新しい人口移動のパターンである。
南部では，入植したヨーロッパ系の移住者が家族経営の農業や工業を発展させ，比較的平
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ブラジルにおいて貿易自由化はこれまで保護されてきた技能集約的産業とそれら
の産業が集積する南東部の優位性を低めるとともに，その他の地域で世界市場に結
びついた産業を成長させ，地域間所得格差の縮小と地方への人口移動の流れが顕在
化している。しかし，同時に，国内需要の成長は大都市圏の市場ポテンシャルを高
めて，既存の南東部の大都市圏に依然として人口をひきつけている。また，これま
で後進的であった地域で高学歴の技能労働者を南東部から引きつける集積の経済が
発生し，これまで南東部への一極集中型の空間構造であったブラジルが，長期的に
分散型に変化する可能性も示している。
キーワード ブラジル，人口移動，貿易自由化，地域格差
等で安定した経済基盤が形成されたため，伝統的に人口流動性が低い地域である。しかし，
近年この地域から大規模農地を求める農民の中西部，北部への移動や，技能労働者の南東部
への移動も顕著になっている。
以上の背景を念頭に置いて，この小論では1990年代以降の貿易自由化や過去 5年間の持続
的経済成長という新しい環境の中で変化しているブラジルの国内人口移動パターンを最新の
データを用いて確認し，今後さらに発展すべき研究課題を整理してみようと思う。
分析に当たって，ブラジルの政府統計局 IBGEが人口センサスの年を除く毎年実施してい
る「全国世帯サンプル調査」(Pesquisa Nacional por Amosta de 	PNAD）を使用す
る。調査結果は世帯に関するものと個人に関するものに分けて報告され，集計表とともに世
帯と個人の個票データが IBGEホームページから無料でダウンロードできる。2008年 9 月に
3)
実施された PNADの2008年調査（以下，PNAD 2008と表記する）の個票データの標本数は
150,591世帯，391,868人である。世帯に関する調査では，居住地，家族構成，家屋の形状，
月々の家賃あるいはローン支払い額，水道・トイレ・ゴミ収集・電気・電話・ガスといった
生活関連インフラの利用可能状況，家電・情報機器の所有状況，および家計収入に関する情
報がある。個人に関しては，人種，年齢，国内移動経験，教育歴，雇用，労働，個人所得に
ついて調査されている。PNADが扱う内容は多岐にわたる詳細なものであり，簡単に入手で
きて様々な研究目的に利用可能な研究資料である。
以下では，第 2節で所得の地域間格差について考察し，第 3節で人口移動について伝統的
パターンと異なる注目すべき新しい傾向について論じる。
2 ブラジルの地域格差
所得の地域間格差は人口移動の主要な動機となる。まず， 1人当たり地域総生産の推移を
見ておく。図 1は最も貧しい北東部を 1として基準化し，1995年から2007年までの間の推移
を表している。2007年の南東部と北東部の一人当たり地域総生産には約2.9倍の格差があり，
人口流出の要因は大きいと言える。しかし，同時に，この格差は1995年に約3.3倍であった
状況から縮小してきていることは注目に値する。南東部と中西部や
4)
南部との間でも差は収斂
する傾向にある。
5)
PNAD 2008は生活の質の地域間格差について，表 1 にまとめたような情報を提供してい
る。家庭への電気の供給状況は地域間に大きな差がない。しかし，どの地域も20％以上の世
帯にまだ電気が通じていない。これは農村地域の電化にまだ課題を残しているためである。
生活関連基礎サービスの中でも上下水道やごみの収集には，所得水準が高い南東部・南部と
それ以外の地域の間で格差が見られる。電話事業は1990年代後半に民営化されているが，固
定電話の普及がどの地域でも進んでいない一方で，設備投資の必要規模が小さい携帯電話の
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利用は後進地域でも進んでいる。
一方，家電・情報機器の保有状況についてみると，カラーテレビ保有率は家庭の電化率と
ほぼ同じで，地域差は小さい。インターネットに接続されたパソコンを保有しているのは南
東部，南部，中西部で20％前後，北部と北東部では10％前後と全体的に低い水準であるなか
でも地域間で普及度に格差がある。
次に，図 2で PNAD 2008の個人データ全標本を用いて，個人の月収の各州の平均値を比
較してみる。連邦政府の機能が集中する連邦区 (ブラジリア市) の水準が突出しているが，
それ以外ではサンパウロ州が最も高く，最も低い北東部のピアウイー州のほぼ倍の水準であ
る。総じて，南東部，南部，中西部は全国平均を上回り，北東部ではそれを下回っており，
地域間格差は歴然としている。
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表 1 地域別・生活基礎サービス・財が装備された世帯の比率 (％)
標本数 上水道 下水道
ごみ
収集
電気
固定
電話
携帯
電話
カラー
テレビ
パソコン
インター
ネット
北部 17,875 43.3 47.4 55.9 72.6 20.1 54.2 68.9 14.4 9.3
北東部 45,172 62.0 47.3 52.2 77.2 21.8 54.6 72.9 14.8 11.2
南東部 46,718 70.0 67.7 67.0 77.2 44.8 61.7 75.2 30.2 23.8
南部 23,830 67.7 64.1 68.1 79.1 40.6 67.3 76.4 31.7 23.7
中西部 16,996 64.4 40.9 64.2 77.7 33.3 66.6 73.9 25.8 19.9
合計 150,591 63.4 55.6 61.1 77.0 33.0 60.1 73.8 23.5 17.8
(出所) PNAD 2008。世帯個票データを用いて集計。
図 1 1 人当たり地域総生産（北東部＝ 1 )
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(出所) IBGE, Contas Regionais do Brasil
ただし，地域間の平均的な収入の差は同じ特性の人の間の差ではなく，平均して高所得の
地域には高所得の特性を有した人が多く居住しているといった個人の属性の違いの影響を受
けているので，人の移動の動機を説明するには，それらの要因をコントロールして補正した
各州の所得を推計する必要がある。そこで，調査時の月収の自然対数を被説明変数として，
ミンサー型所得方程式を推定し，表 2に報告されているような結果を得た。推計に用いた標
本は，PNAD 2008の個人データから調査時に所得を得ている世帯代表者を抽出し，
6)
そこか
ら公務員と軍人を除いた78,302人である。
個人特性をコントロールするための説明変数は，労働時間，教育歴，その他の個人属性を
表す変数である。労働時間についての推定結果は，週40～48時間働いている労働者を基準と
すると，それ以上働いていれば平均5.2％多い所得を得ており，労働時間15～39時間のグル
ープは平均29.4％，労働時間14時間以下のグループは平均87.2％，それぞれ基準ケースより
低い所得しか得ていないことを示している。教育年数の係数は，基準ケースとなっている教
育歴がゼロ年の人に対して何％多い収入を受け取っているかを表す。推定値をグラフに表し
た図 3から理解されるように，10年目までは教育年数増加が収入の増加に与える限界的な影
響は緩やかにしか増えていかないが，中等教育終了に相当する11年目で大きく増加し，さら
に大学卒業（大学院進学を含む）を意味する15年以上では教育歴14年と比較して大きな差が
見られる。
その他の個人属性についての分析からは，以下の結果が得られた，雇用者は非雇用者より
も55.8％所得が高く，被雇用者であっても経営者レベルであれば通常の労働者よりも43.3％
高い所得を得ている。女性や農業部門で働いている人は相対的に所得が低い。以上の個人特
性に関する推定結果は過去の研究と照らして妥当な結果と言える。
われわれの関心は，この推定された係数を代入して求められる，個人特性をコントロール
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図 2 各州の平均月収
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(出所) PNAD 2008
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表 2 所得の地域間格差の推定
被説明変数：月間収入（自然対数)
係数 標準誤差 係数 標準誤差
州
RO 0.905042 0.034776
教育年数
1年 0.070633 0.018943
AC 0.695038 0.036423 2 年 0.127422 0.014683
AM 0.810611 0.033392 3 年 0.16902 0.013305
RR 0.767631 0.043114 4 年 0.260222 0.010957
PA 0.717062 0.030862 5 年 0.299325 0.011937
AP 0.784753 0.037735 6 年 0.332422 0.01368
TO 0.677276 0.035532 7 年 0.366694 0.013636
MA 0.563658 0.03583 8 年 0.428285 0.010837
CE 0.460751 0.031079 9 年 0.411196 0.015264
RN 0.537842 0.035459 10年 0.462196 0.014875
PB 0.449297 0.035431 11年 0.703473 0.009882
PE 0.517217 0.031253 12年 0.893214 0.021379
AL 0.603607 0.036078 13年 1.069189 0.022448
SE 0.638718 0.034372 14年 1.110483 0.023004
BA 0.596574 0.030505 15年以上 1.434501 0.014356
MG 0.84028 0.030335
労働時間
14時間以下 0.87195 0.02125
ES 0.843323 0.033551 15－39時間 0.29363 0.00748
RJ 0.917187 0.030563 49時間以上 0.052042 0.005724
SP 1.025286 0.030087
その他
個人特性
経営者 0.433067 0.00998
PR 0.958542 0.031096 雇用者 0.558428 0.013695
SC 1.013984 0.032545 農業 0.33798 0.00848
RS 0.949762 0.030527 女性 0.4513 0.00555
MS 0.920643 0.033036 定数項 5.358668 0.030244
MT 1.001518 0.034505 標本数85,426
Prob.  F0.0000
決定係数0.5201
GO 0.906672 0.031134
DF 1.19009 0.03313
S.E. 標準誤差。すべての係数推定値は 1％水準で統計的に有意。サンプル数は78,302。Robust Standard Er-
rorによる最小自乗法で推定。ダミーの基準ケースは，州がピアウイー州，労働時間が40－48時間，教育年
数は正規の教育を受けていない人。州の略記号は，図 2と同じ順で並べられている。
図 3 教育の収益率
0
(出所) 表 3（教育年数ダミーの係数推定値｡）
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以上
して補正した各州の世帯代表者の収入である。州の間の所得の差は，表 2の州ダミーの係数
（最も貧しいピアウイー州が基準ケース）で表される。計算結果（[(月間収入)]）を
図 2の原データの各州平均所得と比較して，図 4を得る。このように比較することにより，
南東部，南部，中西部の所得が相対的に高くなっているのは，表 2でコントロールした個人
特性の影響を受けているからであり，補正した収入の地域間の差は原データで見られるより
も小さいことがわかる。
図 4の結果は，北東部の所得水準が補正後も他の地域と比較して低いことを示しているが，
さらに次の 2つの仮定をおいて検討を進める。第 1に，ハリス＝トダロ・モデルが想定して
いるように，労働者は移動先で雇用される確率を考慮する期待賃金に基づいて行動すると仮
定する。第 2に，各地域の生活費の違いを考慮する。ここでは，単純に，図 4で表した各州
の補正された収入に雇用確率と住宅費用の逆数を掛けた計算結果を実質期待収入を表す指標
を作成し，図 5に表した。
7)
この図からわかるように，南東部における高い失業率や生活費の
高さを考慮すれば，北東部は南東部に対して明確に実質収入の差があるとはいえず，表 2や
図 4で認められる名目収入の差は実際には人の移動の動機にならない可能性が示唆される。
このことは，次節で検討するように，PNAD 2008から読み取ることができる最近の人口移
動のパターンが以前のように貧しい北東部から豊かな南東部へという伝統的な図式だけでは
描ききれないことと整合的である。
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図 4 補正された平均月収
0
(出所) 補正値は表 3の係数推定値から計算。原データは図 2。
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3 人 口 移 動
ブラジル政府は常に国内の人口移動にほとんど制限を設けず，工業化は貧困地域から先進
地域への人口移動とともに進められてきた。ブラジルの人口移動の要因を分析した初期の代
表的な実証研究である Sahota (1968) は，収入の差が移動の動機になったうえに，送出地域
と受入地域の間の教育水準の差が移動を促進することや，都市の規模が大きくなるほど移動
を誘引する力が強まること（すでに移住した親類や友人が増えるため)，などを指摘し，ブ
ラジルの発展形態は人口移動を促進したことを明らかにした。人口移動が経済全体に与える
影響を分析した Graham (1970) は，1960年代の輸入代替工業化政策によって促進された大
都市への人口移動は地域間所得格差の縮小をもたらしたと考え，Yap (1976) も都市部への
人口移動は近代産業部門の資本蓄積と正の相関があり，農業部門の生産性の向上や都市と農
村の間の所得格差の縮小をもたらしたと評価した。
最近のブラジルの地域間所得格差と人口移動に関する研究では，1990年代以降の貿易自由
化の影響を加えた議論に展開されている。貿易自由化が賃金構造に与える影響の研究では，
しばしば技能プレミアムの上昇が問題となる。
8)
技能プレミアムの上昇によって，ストルパー
＝サミュエルソン定理に反して，相対的に非熟練労働力が豊富なメキシコ等の他のラテンア
メリカ諸国でも貿易自由化は相対的に技能労働者の賃金を上昇させ，非熟練労働者に対する
所得格差を拡大させたという分析結果が提示されている。ブラジルについても Dos Santos
, et al. (2005) は，貿易自由化後，貧しい地域から技能プレミアムを与える先進地域に
向けて有能な人材が流出し，地域間所得格差を拡大させているという実証分析結果を示した。
しかし，Gonzaga, et al. (2006) らの研究から，ブラジルでは貿易自由化によって高率の関税
で保護されていた技能集約的産業の相対価格が低下したので技能労働者の相対賃金が低下し
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図 5 実質期待収入
0
(出所) 表 3から筆者計算。計算方法は本文中参照。
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たことが明らかにされ，技能プレミアムは貿易自由化後にむしろ減少したと理解されるよう
になっている。(Castilho, et al. (2009))。
このことから，貿易自由化の地域経済への影響は，技能集約的産業が集積していたサンパ
ウロ市を含む南東部の所得水準の相対的低下と，輸入代替工業化の下で発展が遅れていた地
方の一部が，コスト低減を求めて転出してくる企業の受け皿として，あるいは生産性の高さ
から比較優位産業となって資源配分が増加した農業や鉱業の生産地として，貿易自由化の恩
恵を受けることによって，地方への人口移動となって現れることが推論される。
他方，最近のブラジルで起こっている内需主導の経済成長が
9)
地域経済に与える影響も考慮
に入れる必要がある。需要の成長は Home market効果を通じて市場規模が大きい地域への
産業集積を促進する効果をもつので，一般に大都市への人口移動を促進する。Da Mata, et
al. (2007) や Fally, et al. (2010) の実証分析は近年のブラジルの都市の成長の説明要因とし
て，空間経済学（New Economic Geography）で Home market効果と同じ意味で用いられる
市場ポテンシャル概念が説明力を持つことを示している。
図 6はそのような最近の複合的な傾向を表すものである。この地図上で印が付けられてい
るのは，IBGEが実施した2000年の人口センサスと2007年の人口調査を用いて計算した人口
の年平均成長率が 2％以上の市（）の中で2007年の人口が10万人を超えていると
いう基準で抽出した「成長都市」である。このデータから以下の傾向を読み取ることができ
る。
(ア) サンパウロ市，リオデジャネイロ市，ベロオリゾンテ市，ブラジリア市などの伝統
的な中心都市は成長を続けている。ただし，実際に上の定義により成長都市と認め
られるのはこれらの都市の周辺の市である。
(イ) 北東部や北部では，ボアビスタ，マカパー，ベレン，パルマス，サンルイス，フォ
ルタレザ，ナタル，レシフェ，サルバドルなど，各州の州都となっている主要都市
で人口の成長が見られる。(ア）と合わせて，内需主導の経済成長は大都市への人
口集中を促進していることがうかがわれる。
(ウ) 北東部や北部の輸出に関連した地域で人口成長が起こっている。それらは，世界
最大の鉄鉱石輸出企業リオドセ社が開発するカラジャス鉱山に近いマラバ市とパラ
ウアペバス市，灌漑を行って輸出向け果物栽培が行われているペトロリナ市とジ
ュアゼイロ市，金の採取を目的とする採掘人夫ガリンペイロが集結しているイタ
イトゥバ市，外資が参入して国際観光リゾート開発が進む北東部の海岸線のなか
でも，ブラジルに最初にポルトガル人が到着した「発見の地」として名高いポルト
セグロ市，である。
(エ) ブラジルは世界最大の大豆の輸出国であるが，その農業フロンティアはこれまで半
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乾燥地で農業に適さないと考えられていた土地や熱帯雨林におおわれていた土地に
広がっている。なかでも最大の大豆生産地であるマトグロッソ州北部地域のシノッ
プ市やゴイアス州南部地域のリオヴェルデ市，バイア州最西部地域のバヘイラス市
が成長都市となっている。
このように，貿易自由化後のブラジルでは，世界市場に結びついた地方と市場ポテンシャ
ルが高い大都市圏の両方で成長が促進されている。成長した地方都市でも，市場ポテンシャ
ルが高まって規模の経済性が必要でこれまで大都市圏でしか提供されなかった高度な機能の
サービスを提供する企業や人材が立地するようになると，さらにその都市を含む周辺地域の
経済が活性化するという自律的な発展につながっていることが考えられる。このことは，高
等教育を受けた人の移動パターンを詳しく検討することで分析することができよう。
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図 6 ブラジルの成長都市
(出所) IBGE, Censos Demograficos 2000と IBGE, Contagem da 2007 e Estimativas da 2007に
基づいて筆者作成。
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表 3は，世帯代表者を抽出した PNAD 2008の個人の個票データの中で， 5年前（2003年）
に別の州に住んでいたと答えた人を
10）
教育水準別に集計し， 5年前の居住地と現在の居住地の
ペアの比を表している。この表から，次の点が注目される。
(ア) 州間を移動した人の学歴別構成は，初等教育が49.6％，中等教育が31.7％，高等教
育が18.7％であった。同じデータから計算されるこの間移動しなかった人の構成比
は，初等教育が60.0％，中等教育が28.2％，高等教育が11.9％であった。比較する
と，Dos Santos , et al. (2005) が指摘した，移動している人の中に比較的学
歴が高い人が含まれているという傾向は，ここでも当てはまっている。
(イ) 5 年前に北東部に住んでいた初等教育と中等教育レベルの教育歴の人は，北東部地
域内よりも南東部に多く移動している。したがって，従来通り，低学歴層にとって
市場ポテンシャルが大きい南東部の非熟練労働市場は重要である。
(ウ) 同時に，多くの初等教育と中等教育レベルの人が南東部から北東部に移動している
ことが注目される。Fiess and Verner (2003) は，所得の減少を伴う南東部から北
東部への移住の理由は，南東部の大都市の治安の悪化や気候の違い（熱帯気候の北
東部と違って，南回帰線上にあるサンパウロ市では冬季に10℃を下回ることもある)，
生活費の高さや失業率の上昇にあるとしている。南東部から北東部に移動した人の
中で教育歴が10年以下で中等教育課程を卒業していない人の55.9％は出生地が北東
部であると回答しており，この移動パターンをとった人の中にはかつて北東部から
南東部に移動した人や短期の出稼ぎの帰還が多く含まれていることが示唆される。
図 5で確認したように，南東部の失業率や生活費の高さを考慮すると，実質期待所
得が北東部よりも南東部で実質期待所得が高いとは必ずしも言えないことから，南
東部と北東部の低学歴労働者の移動の流れは，個々の事情によってどちらの方向に
も起こりうる不安定な状態にあると考えることができる。
(エ) 高等教育を受けた人については，主に教育機能が発達している南東部が他地域への
供給源である。南東部地域内の移動だけではなく，他地域への移動も起こっている
ことは，図 6で特定されたような地方の成長地域において高学歴者が提供する専門
的な労働サービスの市場が形成されていることを示唆する。貿易自由化後のブラジ
ルでは，空間経済構造がより分散型に再構成されつつあるのかもしれない。この推
論は，輸入代替工業化から貿易自由化への政策変更によってメキシコでメキシコシ
ティへの一極集中から輸出産業に立地優位性を持つ国境地域への分散化へと自己組
織化が起こったことを示した Krugman and Livas (1996) の結論と似ているが，高
学歴の技能労働者の移動によって Home market効果が拡大し，地方の成長の不可
逆性が強まるという新たな視点が加わる。
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4 お わ り に
本稿は，PNAD 2008を用いてブラジルにおける地域間所得格差と人口移動に分散化を示
す傾向が明らかになりつつあることを指摘した。貿易自由化はこれまで保護されてきた技能
集約的産業とそれらの産業が集積する南東部の優位性を低めるとともに，その他の地域で世
界市場に結びついた産業を成長させている。そのような貿易自由化の影響のもとで，地域間
所得格差の縮小と地方への人口移動の流れが顕在化していると推論される。しかし，同時に，
国内需要の成長は大都市圏の市場ポテンシャルを高めて，既存の南東部の大都市圏に依然と
して人口をひきつけている。また，PNAD 2008はこれまで後進的であった地域で高学歴の
技能労働者を南東部から引きつける集積の経済が発生していることを示唆しており，これま
で南東部への一極集中型の空間構造であったブラジルが，長期的に分散型に変化する可能性
も示している。これは，ブラジル経済にとってひとつの重要な転換点となりうることであり，
ブラジル研究にとって今後の重要な検討課題となりうる。しかし，本稿で行った分析は，現
段階ではあくまでスケッチ的な描写に過ぎず，ここで提示した論点は，本格的な実証分析に
よる検証を要するものである。
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表 3 教育水準と2003年～08年の人口移動パターン（構成比：％)
2008年 2003年居住地
小計
居住地 北部 北東部 南東部 南部 中西部
初等教育
北部 1.8 1.9 0.5 0.2 0.8 5.2
北東部 0.8 4.3 7.7 0.4 0.9 14.1
南東部 0.5 7.6 7.4 1.1 1.1 17.8
南部 0.1 0.2 1.8 2.5 0.7 5.3
中西部 1.0 2.1 1.3 0.5 2.2 7.1
小計 4.3 16.1 18.7 4.8 5.7 49.6
中等教育
北部 1.2 0.9 0.4 0.1 0.4 2.9
北東部 0.6 2.2 2.7 0.2 0.7 6.3
南東部 0.6 5.0 4.4 1.2 1.2 12.5
南部 0.3 0.2 1.9 2.1 0.5 5.0
中西部 0.4 1.3 1.2 0.6 1.4 5.0
小計 3.1 9.6 10.7 4.2 4.2 31.7
高等教育
北部 0.3 0.4 0.5 0.1 0.3 1.5
北東部 0.1 1.6 1.3 0.2 0.2 3.4
南東部 0.5 0.7 3.2 0.9 1.0 6.4
南部 0.2 0.1 1.6 1.8 0.5 4.2
中西部 0.2 0.4 1.0 0.5 1.1 3.3
小計 1.4 3.2 7.6 3.5 3.0 18.7
(出所）PNAD 2008。ウエイトバック集計をもとに計算。
注1）ブラジル地理統計院（IBGE）ではブラジルの地域区分として，小地域（micro-)，中地
域（meso-)，大地域（grande-）の 3 種類を用いている。小地域と中地域は，行政単
位としての州（estado）の中を分類する概念である。簡単化のために本稿では，北部（ロンドニ
ア，アクレ，アマゾナス，ロライマ，パラー，アマパー，トカンチンス)，北東部（マラニョン，
ピアウイー，セアラー，北リオグランデ，パライバ，ペルナンブコ，アラゴアス，セルジペ，バ
イア)，南東部（ミナスジェライス，エスピリトサント，リオデジャネイロ，サンパウロ)，南部
（パラナー，サンタカタリナ，南リオグランデ)，中西部（南マトグロソ，マトグロソ，ゴイア
ス，連邦区）の 5地域に分ける大地域概念を用いる（カッコ内は各地域に属する州名)。
2）データ出所は IBGE, Contas Regionais do Brasil 20032007.
3）この調査時点でブラジル経済はまだ国際通貨危機の影響を受けておらず，2005年以降続いた景
気拡大の影響を見ることができる。
4）中西部の所得が高いのは首都であるブラジリアの存在の影響による。それ以外の州の 1人当た
り地域総生産は概ね南部の平均よりも低い水準にある。
5）1990年代までのデータを用いて分析した Azzoni (2001) は地域間所得の収斂仮説が当てはまら
ないか，収束速度が非常に遅いと結論付けている。
6）世帯代表者に伴って移動する可能性があるその他の家族の構成員は標本から除外した。
7）雇用確率は PNAD 2008の個人データから各州の経済活動人口に対する有業人口の比率を，住
宅費用は PNAD 2008の世帯データから各世帯が毎月支払っている家賃あるいは住宅ローン返済
額を寝室数で割ったものを用いた。
8）浜口・西島（2007）を参照。
9）ブラジルの内需主導経済成長については浜口（2009）を参照。
10）PNADの個票データは，匿名化のために場所に関する情報を州レベルでしか記載していない。
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